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要旨 

 激しい競争は企業の利益を減少させる。この状況で、企業はブランドを構築し、製品を

差別化することによって価格競争を緩和することができる。このようなブランド構築に際

し、日本では企業ブランドが多く見られるのに対して、米国では製品ブランドが主流とな

っている。本稿では、日米間におけるブランド戦略の相違をモデル分析にもとづいて検討

する。主要な結論は、広告にある種の範囲の経済が存在するならば企業ブランドが用いら

れるし、逆に、範囲の不経済が存在する場合には製品ブランドが採用されるというもので

ある。米国と比べて消費者が同質的な日本では、この種の範囲の経済性が存在する。した

がって、企業ブランドが多く用いられているのである。 
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企業ブランド vs 製品ブランド 

 

 

 激しい競争は企業の利益を減少させる。この状況で企業は、ブランドを構築

して製品を差別化することによって価格競争を緩和することができる1)。このよ

うなブランド構築に際し、例えばジェネラル・エレクトリック社のように、企

業名をブランドネ－ムとして多くの製品に用いる（企業ブランド）場合もあれ

ば、例えばプロクタ－・アンド・ギャンブル社（P&G）のように、企業名とは

別のブランドネ－ムを製品に付与する（製品ブランド）場合もある。欧米では

製品ブランドが主流となっているのにたいして2)、日本では製品ブランドが付与

されていたとしても、多くの場合、消費者には企業名とともに認識されている。

実際、キヤノンや花王は多くの商品に製品ブランドを付与しているが、消費者

はそれらがキャノン製品であり、花王製品であることを認識した上で購入して

いる。 

 なぜ日本には企業ブランドが多いのか？ しかも、それは日本企業に限られ

るわけではない。1973 年の日本進出当初、P&G は製品ブランドを用いていたが、

日本の状況になじまず、企業ブランドに切り替えている。また資生堂は、国内

では企業ブランドを採用しているが、海外では Carita や Jane などの企業名とは

別のブランドをも用いている。企業がブランドを構築するに際して、企業ブラ

ンドまたは製品ブランドのいずれを採用するのか？ それを規定する要因は何

か？ 本稿では、この点についてモデル分析にもとづいて検討する。 

 主要な結論は、広告にある種の範囲の経済が存在するならば企業ブランドが

採用されるし、逆に、範囲の不経済が存在する場合には製品ブランドが採用さ

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1)ブランドについての研究として、Aaker(1991, 1996), 青木・恩蔵(2004), 

Keller(1998), Koehm(2001), 嶋口（他）(1998)、陶山・梅本(2000)などがある。 

2)欧州の企業でも、例えばヴァ－ジン社のように、航空事業をはじめコンピュ

－タ、飲料水、金融、ラジオ放送などに企業ブランドを用いている企業もある。

近年、欧米でも製品ブランドの整理・統合や、企業ブランドを採用する動きが

見られる。Keller(1998)を参照のこと。 
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れるというものである。米国と比べて消費者が同質的な日本では、この種の範

囲の経済性が存在する。したがって、企業ブランドが多く用いられているので

ある。以下の構成は次の通りである。まず 2 節では、予備的考察として、日米

における消費者や企業広告の相違について概述する。３節では、モデルを提示

し、企業ブランドまたは製品ブランドのいずれが採用されるかを分析する。４

節では、簡単な要約の後に、経験的含意について述べる。 

 

 

２ 予備的考察 

 

 消費財は物理的特性とイメ－ジ特性という２つの側面を持っている。後者に

は、デザインやシンボルといった感覚的意味やライフスタイルとの関連におけ

る文化的・社会的な意味が含まれており、近年、イメ－ジ特性が販売促進上重

要になっている。というのは、技術の発展にともなって財の品質は均質化され、

物理的属性のみにもとづいて選択することが消費者にとって困難となっている

からである。この状況では、財の属性よりも情緒的な側面が購買動機に占める

比重が高くなり、デザインやイメ－ジが消費者の選択に大きな影響を及ぼす。 

 属性が類似した多種類の財が市場で取引されている場合、競争を緩和するた

めの方策として、ブランドにもとづく製品差別化がある。この状況で効果的な

販売促進を行なうには、自社製品のポジショニングを適切に行ない、標的とな

るセグメントの消費者に他社製品よりも高く評価してもらう必要がある。そし

て、自社製品の長所や差別化のポイントを消費者の頭の中に刷り込んでいく際

に、ブランドが重要な役割を演じるのである。それゆえ、自社製品の各々にい

かなるブランドを設定するかが企業にとっての関心事となる3)。 

 もちろん、製品にブランドネ－ムが付与されるだけで自動的に製品の品質が

保証され、差別化されるというわけではない。企業が各標的市場にそれぞれ異

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
3)この点について Keller(1998)は、ブランド＝製品マトリクスを用いて、既存

ブランドによる新製品に対する「てこ入れ効果」と、既存ブランドに対して新

製品が貢献する効果の双方から判断する必要を強調している。 
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なる財を提供しようとするとき、マ－ケティング・コミュニケ－ション活動を

通じて、当該市場の消費者にそれぞれの相違点を認識させない限り、彼らの購

買活動にいたらず、ブランド本来の役割を果たすこともできない。こういった

広告活動には費用がかかる。とくに、市場における製品数が多いほど互いに差

別化し難く、個々の製品の属性を知らせるための広告費用も増加する。 

 多様な消費者からなる市場で大きなシェアを占めるためには、同じ製品カテ

ゴリ－に複数種類の財を提供する必要がある。これらの財のそれぞれに個別の

ブランドを付与するか、さもなければ同じ（母性型）ブランドを用いるか？ 

この点について田村(1989)は、母性型ブランドの利点として、共時的かつ通時

的に多様な具体的品目を統合的に取り込め、マ－ケティング費用を増大させる

ことなしに個別品目のマ－ケティング効率を高めることができると述べてい

る。また小嶋(1980)も、企業ブランドが用いられる理由として、「企業イメ－

ジを各商品に連合させることによって、統一的なイメ－ジを消費者に与え、よ

り良いイメ－ジによって各商品の魅力を増大させ、商品の購買に結びつけられ

る」という点を挙げている。ただし、多様な属性を持つ財を統一的に扱うため、

訴求点が曖昧になるという欠点もある。逆に製品ブランドは、多数のブランド

を構築するために費用がかかるが、訴求点は明確になる。 

 

 広告の日米比較4) 

 ブランドにもとづいて製品を差別化する際には、広告が重要な役割を演じる。

そして、消費者の特性を反映して、広告のパタ－ンも日米間で異なっている。

米国の社会は多様な人種から構成されており、文化、宗教および価値観もさま

ざまで、消費者間の所得格差も大きい。ある消費者は多少値段が高くても品質

の良いものを選好するのにたいして、他の消費者は品質を重視せずに安いもの

を購入するという意味で、消費者の嗜好もさまざまである。したがって米国で

は、特定の所得層にタ－ゲットを絞った製品開発やマ－ケティングが重要とな

り、彼らの選好に合った商品であることを明らかにするために、財の属性情報

が提供されるのである。このようなマ－ケティングのもとでは、タ－ゲットや

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
4)広告の日米比較については、成生・山本(1994)を参照もこと。 
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販売促進上の訴求点も明確であるから、広告表現も明確かつ直接的なものとな

る5)。また、タ－ゲットとされた所得層といえどもさまざまな文化的背景を持つ

消費者から構成されており、必ずしもシンボルの共有がなされていない。その

ため、標的としたいさまざまな市場セグメントすべてから等しく選好される単

一のブランドは存在し難いから、企業は複数のブランドを導入する必要がある。

さらに、個人としての行動が重視されており、Hall(1987)が主張するように、

人間関係はロ－コンテクストである。この状況では、言語を中心としたコミュ

ニケ－ションが重視されるため、属性情報の提供は主に言葉によって行われる

ことになる。 

 他方、日本の社会は単一の文化的背景を持つ同じ民族から構成されており、

シンボルや価値観が共有されている。また、個人としてよりも組織の一員とし

ての行動が重視されており、集団内での相互作用によってシンボルの共有は一

層深化する。その意味で日本の社会はハイコンテクストであり、非言語的なコ

ミュニケ－ションが多くなり、ステイタス・アピ－ル等の視覚的かつ情緒的な

提案型の広告が多用されている6)。のみならず、日本では所得格差も小さく、消

費者のほとんどは中流階級に属しており、その意味で、彼らの嗜好は類似して

いる。そのため、多くの売手は巨大な中流階級をタ－ゲットとして競争してお

り、彼らを排除するようなタ－ゲット・マ－ケティングはあまり行われていな

い。確かに日本では、デザイン面での製品多様化は進んでいるが、消費者の多

様な嗜好に合わせるための機能(属性)面での差別化は、米国ほどは大きくない。

したがって、機能面での相違を明らかにするような属性情報の提供も少なくな

っている7)。 

 さらに日本には、多数の小売店舗が存在しており、消費者は品質情報を近く

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
5)Di Benedetto et al (1992)などを参照のこと。 

6 )Belk and Pollay(1985)および Muller(1987, 1992)を参照のこと。また

Keller(1998)は、日本の広告はソフトで抽象的であるのに対して、米国の広告は

製品情報が多いと述べている。 

7)特異な消費者をタ－ゲットとする場合でも、中流階層の消費者が離れるのを

避けるために、売手は詳細な属性情報を意識的に開示しないこともある。 
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の小売業者から入手することができる。したがって、属性情報を提供するより

は、小売店舗への来店を促すようなイメ－ジ広告が主流となっているため、テ

レビ広告も 15 秒の短いものが多くなっている8)。 

 

 

３ モデル 

 

 これまでの議論をふまえて、この節では、企業のブランド戦略をモデルにも

とづいて分析する。 

 財の属性空間を線分[0,Z]とし、属性 z を最も選好する消費者を「タイプ z の

消費者」と呼ぶ。消費者は全体として１単位存在し、線分[0,Z]上に一様に分布

しているとする。タイプ z の消費者が属性 x∈[0,Z]の財を１単位購入すること

からの利得は 

 

   v(z,p,x)=u-p-dist(z,x)                                         (1) 

 

で表される。ここで、u は留保価格、p は価格、dist(z,x)=｜x-z｜は属性距離で、

タイプ z の消費者が属性 x の財を消費することからの効用の減少分を貨幣額で

表している。 

 消費者は企業が提供する広告等によって財の存在を知り、その後、一定の費

用を負担して属性についての情報を収集する。以下では単純化のために、情報

収集の費用をゼロとし、彼らは正確な属性を知ることができるものとする9)。財

の属性を知った消費者は、v(z,p,x)≧0 ならば１単位購入し、逆に v(z,p,x)<0 な

らば購入しない。このとき、 

 

   v(z,p,x)=u-p-dist(z,x)=0  ⇒ dist(z,x)=u-p 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
8)Kishii(1988)や Ramaprasad and Hasegawa(1992)などを参照のこと。 

9)この想定は、日本のような多数の小売店舗が存在するハイコンテクストな社

会では妥当しよう。 
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より、属性 x の財を価格 p で販売するときの標的となる消費者のタイプの範囲

（以下では、「標的市場」と呼ぶ）は[x-(u-p), x+(u-p)]で与えられる。 

 企業が提供する広告の効果には２つの次元がある。１つは広告の「広さ w」

で、広告で表示する財の属性からどれだけ離れたタイプの消費者まで財の存在

を知らせるかを表す。いま、v(z,p,x)≧0 を満たす消費者に広告を提供するとす

れば、その広さは u-p で与えられる。もう 1 つの次元は「深さ e(0≦e≦1)」で、

あるタイプの消費者のどの程度の割合に財の存在を知らせるかを表す。広く深

い広告ほど費用もかかる。このことを反映して、広告費用関数を 

 

C(p,e)=2twaeb                                                 (2) 

 

とする。ここで、a(>0)、b(>1)および t(>0)はパラメ－タである。以下では、最

適な広告の深さについての内点解を保証するために、 

 

t>(u-c-Z/4)(4/Z)a/2b                                         (A-1) 

 

を仮定する。また単純化のために、企業は属性 x1=Z/4 および x2=3Z/4 という２

種類の財を販売するものとする。これらの財を同じ（企業）ブランドで広告す

るか、異なる（製品）ブランドで広告するか？ この問いに答えることが、こ

の節の課題である。 

 

 3-1  製品ブランド 

 属性 Z/4 および 3Z/4 の財を価格 p で販売する際の標的となるのは、それぞれ

[Z/4-(u-p), Z/4+(u-p)]および [3Z/4-(u-p), 3Z/4+(u-p)]のタイプの消費者であ

る。この標的市場の消費者に財の存在を知らせるためには、広告で表示する財

の属性を Z/4 および 3Z/4 とすれば、広さ w=u-p の広告を提供する必要がある。

この状況での独占企業の意思決定問題は 

 

   Max π=4[(p-c)e(u-p)/Z-t(u-p)aeb],   wrt p and e    

   st u-p≦Z/4 
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と定式化される（図１を参照のこと）。ここで、c は限界生産費用である。ま

た制約式は、線分[0,Z]の外には消費者がいないことを表している。 

 制約条件にともなうラグランジェの未定乗数をλとし、ラグランジェ式 

 

   L=4[(p-c)(u-p)e/Z-t(u-p)aeb]-λ(u-p-Z/4) 

 

を構成すれば、極大化条件として 

 

      ∂π/∂p=4[(e/Z)(u+c-2p)+ta(u-p)a-1eb]+λ=0                   (3-1) 

      ∂π/∂e=4[(1/Z)(u-p)(p-c)-tb(u-p)aeb-1]=0                     (3-2) 

   ∂L/∂λ=-(u-p-Z/4)≧0, λ(∂L/∂λ)=0, andλ≧0           (3-3) 

 

が導かれる。ここで仮にλ>0 とすれば、(3-3)式より 

 

p2=u-Z/4                                                    (4-1) 

 

であり、これを(3-2)式に代入して整理すれば、 

 

      e2={(u-Z/4-c)(Z/4)-a/4tb}1/(b-1)                                 (4-2) 

 

を得る。ここで下付 2 は、ブランドが 2 つあること（製品ブランド）を表して

いる。また、λ>0 となるためには、市場がそれほど広くなく、 

 

   (b-a)(u-c)/(2b-a)≧Z/4                                       (A-2) 

 

である必要がある。さらに、このときの企業利潤は 

 

     π2=((b-1)/b){(1/4tb)(u-Z/4-c)b(Z/4)-a}1/(b-1)                     (4-3) 

     

と計算される。 
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 逆にλ=0 の場合には（図２）、(3-1)－(3-2)式より最適解として 

 

      p2=(bu+(b-a)c)/(2b-a)                                       (5-1) 

      e2={(1/Zt)(b-a)1-a[(u-c)/(2b-a)]2-a}1/(b-1)                        (5-2) 

 

を得る。またλ=0 となるためには、市場が十分に広く、 

 

   (b-a)(u-c)/(2b-a)≦Z/4                                       (A-3) 

 

が成立する必要がある。さらに、このときの利潤は 

 

     π2=4(b-1){(1/t)(1/Z)a(b-a)b-a[(u-c)/(2b-a)]2b-a}1/(b-1)              (5-3) 

 

と計算される。 

 

 3-2 企業ブランド 

 次に、企業が企業ブランドを用いる状況を検討する。この状況でも、２種類

の財の標的市場は製品ブランドの場合と同じであるが、単一の企業ブランドを

用いるため、標的市場を含む[Z/4-(u-p), 3Z/4+(u-p)]の範囲の消費者に財の存在

を知らせる必要がある。したがって、企業は属性 Z/2 を広告で表示し、広さ

w=Z/4+u-p の広告を提供することになる。このとき、彼の意思決定化問題は、 

 

   Maxπ=2[2(p-c)(u-p)e/Z]-2t(Z/4+u-p)aeb  wrt p and e 

   st  u-p≦Z/4 

 

と定式化される。ここで、ラグランジュ式 

 

   L=2[2(p-c)(u-p)e/Z]-2t(Z/4+u-p)aeb-λ(u-p-Z/4) 

 

構成すれば、極大化条件として 
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      ∂L/∂p=2at eb (u+Z/4+p)a-1+4e(u+c-2p)/Z+λ=0    (6-1) 

      ∂L/∂e=-2tbeb-1(u+Z/4-p)a+4(p-c)(u-p)/Z=0    (6-2) 

      ∂L/∂λ=-(u-p-Z/4) ≧0 and λ∂L/∂λ=0, λ≧0             (6-3) 

 

が導かれる。いま、仮にλ>0 とすれば（このときには、(A-2)式が成立する）、

最適解として 

 

p1=u-Z/4                                                    (7-1) 

      e1={(u-Z/4-c)(Z/2)-a/2tb}1/(b-1)      (7-2) 

 

を得る。ここで下付 1 は、ブランドが 1 つであること（企業ブランド）を表し

ている。また、このときの企業利潤は 

 

     π1=((b-1)/b)e(u-Z/4-c)b=((b-1)/b){(1/4tb)(u-Z/4-c)b(Z/4)-a}1/(b-1)   (7-3) 

 

と計算される。 

 逆に、λ=0 の場合（このときには、(A-3)式が成立する）の最適価格は、 

 

 p^1=[b(2c+6u+Z)-2a(c+u)+(4(b-a)2(u-c)2+4b2(u-c)Z+b2Z2)1/2]/4(2b-a)  (8-1) 

 

で与えられ、これを 

 

    e^1=2(p^1-c)(u-p^1)/Zbt(u-p^1+Z/4)a                              (8-2) 

  π^1=4(p^1-c)(u-p^1)/Z-2t(u-p^1+Z/4)ae^1
b                         (8-3) 

 

に代入すれば、最適な広告の深さおよび利潤を求めることができる。 

 

 3-3 属性の選択 

 企業が２種類の財を販売する状況で製品ブランドが用いられるとき、仮に市
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場が狭く(A-2)式が成立するならば、属性 Z/4 および 3Z/4 の財を生産すること

が唯一の（企業利潤を最大にするという意味で）最適な選択である。また、市

場が広く(A-3)式が成立している場合でも、このことは最適な属性選択の１つで

ある。他方、企業ブランドを用いる場合には、(A-2)式が成立するならば、Z/4

と 3Z/4 は唯一の最適な属性であるが、(A-3)式が成立している場合には、最適

な属性選択は、図３に示されるように、2 種類の財の標的市場の境界が接する

ように設定される。すなわち、最適な属性は 

 

   0≦x1-(u-p)≦x1+(u-p)=x2-(u-p)≦x2+(u-p)≦Z                   (9) 

 

を満たす x1 および x2 ということになる。このとき、広告で表示する財の属性は

x1+(u-p)=x2-(u-p)となるから、企業の意思決定問題は 

 

   Max π=4(p-c)e(u-p)/Z-2t(2(u-p))aeb,  wrt p and e 

 

と定式化される。したがって、最適解は 

 

      p1=(bu+(b-a)c)/(2b-a)                                       (10-1) 

      e1={(21-a/Zt)(b-a)1-a[(u-c)/(2b-a)]2-a}1/(b-1)                      (10-2) 

 

となり、このときの企業利潤は 

 

     π1=2(b-1){(1/t)(1/Z)a(2(b-a))b-a[(u-c)/(2b-a)]2b-a}1/(b-1)          (10-3) 

 

と計算される。 

 

 3-4  比較 

 これまでの議論を踏まえて、以下では、企業が製品ブランドまたは企業ブラ

ンドのいずれを採用するかを検討する。まずはじめに、市場がそれほど広くな

く(A-2)式が成立しているとしよう。このときには、(4)式および(7)式より、 
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   p1=p2                                                      (11-1) 

      e1[<=>]e2
   and  π1[<=>]π2  iff a[>=<]1                     (11-2) 

 

を得る。したがって、仮に（広告の広さを t 倍しても、費用は t 倍未満にしかな

らないという意味で）広告に「範囲の経済」が存在する（a<1）ならば、企業は

企業ブランドを採用することによって多くの利潤を得ることができる。逆に、

「範囲の不経済」が存在する場合（a>1）には、製品ブランドを採用することに

よって多くの利潤を得ることができる。 

 また市場が狭く、(A-2)式が成立している場合でも、仮に企業が(9)式で与え

られる最適な属性を選択しているならば、(5)式および(10)式より、(11)式と同

様の結論を得る。このことから、次の命題が導かれる。 

 

 命題：仮に広告に「範囲の経済」が存在する（a<1）ならば、企業は企業ブラ

ンドを採用する。逆に、「範囲の不経済」が存在する場合には、製品ブランド

を採用する。 

 

 最後に、(A-3)式が成立している状況で、何らかの理由により(9)式で与えら

れる最適な属性を選択できない場合を考えてみよう。一例として、他の企業が

市場の中央(Z/2)に強いブランドを設定している場合、この企業との競争を避け

るために、例えば属性 Z/4 と 3Z/4 の財を販売するかも知れない。ここで、仮に

市場が十分広く、そうすることによって他企業との標的市場の競合を避けられ

るとすれば、企業ブランドを用いる場合の利潤は(8-3)式で与えられる。この状

況では、広告で表示する財の属性が Z/2 であるため、標的市場の消費者以外に

も財の存在を知らせるという無駄が生じており、その結果、利潤は大きく減少

する。このときには、たとえ a<1 だとしても、企業ブランドのもとでの利潤は、

製品ブランドを用いる場合の利潤（この額は(5-3)式で与えられる）よりも少な

くなるかも知れない。その意味で、市場が広く、他企業と競争している場合に

は、たとえ広告に範囲の経済が存在したとしても、製品ブランドが用いられる

こともある。 
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４ 結び 

 

 本稿では、ある製品カテゴリ－で２種類の財を販売する企業のブランド戦略

について検討した。これらの財の各々に製品ブランドを付与するか、さもなけ

れば１つの企業ブランドのもとで販売するか？ この選択は広告に範囲の経済

に依存し、仮に範囲の経済が存在するならば企業ブランドが、そうでなければ

製品ブランドが採用される。このことをふまえれば、日米のブランド戦略の相

違は次のように説明される。 

 ２節で論じたように、日米の消費者は、いくつかの点で異なっている。近年、

消費の個性化・多様化が進展しているとはいえ、日本の消費者は米国と比べて

同質的である。確かに、多様な財が販売されてはいるが、その属性(機能)が極

端に異なっているわけではなく、それらの財に単一のブランドを付したとして

も、そのことによって消費者の混乱が生じるわけではない。このことが、企業

ブランドが用いられる１つの理由である10)。このようなブランド戦略には、自

らが生産するすべての商品の販売を一括して促進できるという利点がある11)。 

 消費者が同質的であることの背景には、日本が単一文化社会であることの他

にも、所得格差が小さいという事情がある。そしてハイコンテクストな日本の

社会では、ブランドというシンボルも広い範囲で共有され、財の存在や属性に

ついての情報が消費者間で伝達されやすい。多数の小売店（およびそこでの販

売員）の存在も、この傾向を強めよう。これらの理由から、日本の消費者は、

多くの費用をかけることなく属性情報を入手できる。これらのことは、a およ

び Z が小さいことを意味しており、それゆえ、日本では企業ブランドが多く用

いられるのである。 

 他方、消費者が異質な米国では、彼らの多様な要求を充たすために、高品質=

高価格のものから低品質=低価格のものまでさまざまな財を生産・販売してい

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
10)Kishii(1988)および Tanaka(1993)などを参照のこと． 

11)製品ブランドとは異なり、企業ブランドのもとでは、既に評判を確立してい

る企業にとって新製品の導入も容易である。その意味で、企業ブランドは長期

的な観点からも評価されよう。 
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る。これら異なる属性を持つ財を単一のブランドで販売することは、消費者の

混乱を導くという意味で、企業にとっても好ましいものではない。それゆえ米

国では、製品ブランドが主流となっている。また、多様な文化的背景を持ち、

独立した個人としての行動が重視される米国では、シンボルが広く共有されて

おらず、人間関係もロ－コンテクストである。このように市場の幅が広く、消

費者の間で情報が伝達され難い（a および Z が大きい）状況では、製品ブラン

ドが用いられることになる。 

 企業のブランド戦略は財によっても異なるかも知れない。例えば食品や日用

雑貨などの最寄り品については、消費者は自らの経験から多くのことを知って

いるため、彼らの間で情報が伝達されやすい。また、消費者の嗜好も類似して

いるため、市場の幅もそれほど広くはない。これまでの議論をふまえれば、こ

のような最寄り品に対しては、買い回り品におけるよりも、企業ブランドが多

く用いられることになる。 

 もっとも日本では、家電製品などの買い回り品においても企業ブランドが主

流となっている。この点について池尾(1999)は、歴史的観点から次のように説

明している。戦後の日本では、米風化という方向で豊かさを追求してきた。し

かし、多くの消費者はこの新しいタイプの消費生活に関する情報を十分には蓄

積しておらず、購買に際しては最も高い満足を追求するよりは、むしろ不満を

回避することが関心事となり、有名企業の製品を選好した。このように多くの

消費者が企業の評判を重視する状況で、企業は自らのブランドイメ－ジを高め

るために積極的に広告を行った12)。そして、広告によって多くの消費者が知れ

ば知るほど、彼らの間で情報が伝達され易くなり、そのことが企業ブランドを

一層有利なものにしたのである。 

 これまでの議論は、多数の国で販売を行なう企業のブランド戦略に対して次

のような含意を持つ。日本や韓国のようなハイコンテクスト社会では、企業ブ

ランドを採用した方がブランド構築費用を節約できるのに対して、欧米のよう

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
12)この種の広告には、言語を用いた直接的表現や長い説明は必ずしも必要では

ない。そのため日本の広告メッセ－ジは財の存在情報が主で、属性情報はあま

り含まれていないのである。 
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なロ－コンテクスト社会では製品ブランドの方が効率的である。実際、P&G や

資生堂は米国では製品ブランドを採用しているが、日本では企業ブランドに重

点を置いているのである。 
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